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瀬戸市立地適正化計画検討委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 この要綱は、都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第８１条に規定する立

地適正化計画（以下「立地適正化計画」という。）を策定するに当たり必要な事項について検

討及び協議するため、瀬戸市立地適正化計画検討委員会（以下「検討委員会」という。）を設

置し、その事務について必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事項） 

第２条 検討委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

⑴ 立地適正化計画の策定に関すること 

 ⑵ 前号に掲げるもののほか、検討委員会が必要と認める事項 

（委員） 

第３条 検討委員会の委員は、次に掲げる者の中から市長が委嘱又は任命する。 

 ⑴ 別表に掲げる職にある者 

 ⑵ 学識経験を有する者 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

２ 委員の任期は、委嘱又は任命の日から立地適正化計画を策定する日までとする。 

３ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長等） 

第４条 検討委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長は都市整備部長をもってこれに充て、

副委員長は都市整備部都市計画課長をもって充てる。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、副委員長がその職務を代理する。 

（報償） 

第５条 市長は、委員（第３条第１項第１号に掲げる者を除く。）がヒアリング又は検討委員会

に出席した場合、１回につき７，３００円及びヒアリング又は検討委員会の会場までの交通

費の全額を報償として支払うものとする。 

（会議） 

第６条 検討委員会の会議（以下「会議」という。）は委員長が招集する。 

２ 委員長は、必要に応じて委員以外の者に、会議への出席及び資料の提出等を要請すること

ができる。 

３ 会議の議長は、委員長をもって充てる。 

４ 会議は、非公開とする。 
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（専門部会） 

第７条 検討委員会は、専門部会として庁内検討部会及び外部専門部会を置く。 

２ 庁内検討部会は、上位計画及び関連計画との整合を図り、立地適正化計画の方針、区域設

定、指標等の具体的な検討を行う。 

３ 外部専門部会は、庁内検討部会で検討した素案に対する実現性、課題等について専門的な

検証を行う。 

４ 庁内検討部会は、委員長、副委員長及び委員（第３条第１項第１号に掲げる者）をもって

組織する。 

５ 外部専門部会は、委員長、副委員長及び委員（第３条第１項第２号及び第３号に掲げる者）

をもって組織する。 

（庶務） 

第８条 検討委員会の庶務は、都市整備部都市計画課において行う。 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、検討委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定め

る。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年１０月２３日から施行する。 
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別表（第３条第１項第１号関係）  

 

１  委員長等  

 ⑴  委員長  都市整備部長  

 ⑵  副委員長  都市整備部都市計画課長  

 

２  委員  

⑴  経営戦略部政策推進課政策係長  

⑵  経営戦略部政策推進課公共施設マネジメント係長  

⑶  地域振興部産業政策課企業支援係長  

⑷  地域振興部ものづくり商業振興課商業金融係長  

⑸  健康福祉部こども未来課こども未来係長  

⑹  健康福祉部社会福祉課福祉係長  

⑺  健康福祉部高齢者福祉課地域支援係長  

⑻  教育部教育政策課企画係長  

⑼  市長直轄組織危機管理課危機管理係長  

⑽  都市整備部維持管理課河川農林土木係長  

⑾  都市整備部建設課建設係長  

⑿  都市整備部水道課工務係長  

⒀  都市整備部下水道課建設係長  
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瀬戸市立地適正化計画検討委員会 委員名簿 （敬称略） 

■外部専門部会 

 所 属 等 氏 名 

委員 

中部大学 工学部 都市建設工学科 教授 磯部 友彦 

名城大学 理工学部 社会基盤デザイン工学科 教授 鈴木 温 

愛知工業大学 工学部 土木工学科 教授 横田 崇 

オブザーバー 愛知県 都市・交通局 都市基盤部 都市計画課長 木村 昌博 

■庁内検討部会 

 所 属 等 

委員 

経営戦略部 政策推進課 政策係長 

経営戦略部 政策推進課 公共施設マネジメント係長 

地域振興部 産業政策課 企業支援係長 

地域振興部 ものづくり商業振興課 商業金融係長 

健康福祉部 こども未来課 こども未来係長 

健康福祉部 社会福祉課 福祉係長 

健康福祉部 高齢者福祉課 地域支援係長 

教育部 教育政策課 企画係長 

市長直轄組織 危機管理課 危機管理係長 

都市整備部 維持管理課 河川農林土木係長 

都市整備部 建設課 建設係長 

都市整備部 水道課 工務係長 

都市整備部 下水道課 建設係長 

オブザーバー 

市長直轄組織 まちづくり協働課 協働第 2係長  

健康福祉部 保育課 保育係長 
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瀬戸市立地適正化計画 策定の経緯 

開催日 会議等 内容 

令和２年１１月２７日 第１回 庁内検討部会 ・都市の現況特性の把握及び本市の課題 

令和３年 ２月 ３日 
令和２年度 

第１回 都市計画審議会 
・概要、策定体制、策定スケジュール 

 ３月１２日、１６日、 

２２日 

第１回 外部専門部会 

    （ヒアリング） 

・都市の現況特性の把握及び本市の課題 

・各拠点における災害リスクの対応方針 

３月３０日 
第２回 庁内検討部会 

（書面開催） 

・防災指針の検討状況 

・外部専門部会委員へのヒアリング結果 

１０月１２日 第３回 庁内検討部会 
・中水野駅周辺における防災対策 

・都市機能誘導区域及び誘導施設の検討 

１０月２５日、２７日、 

２８日 

第２回 外部専門部会 

（ヒアリング） 

・中水野駅周辺における防災対策 

・都市機能誘導区域及び誘導施設の検討 

１１月２５日 
令和３年度 

第１回 都市計画審議会 

・上位・関連計画における位置づけ 

・地域別の特性整理 

令和４年 ３月２３日､２４日 
第３回 外部専門部会 

（ヒアリング） 

・都市づくりの方針 

・都市機能誘導区域・居住誘導区域の設定 

 ４月２６日 第４回 庁内検討部会 ・まちづくりの方針と誘導区域の設定等 

８月２２日 
令和４年度 

第１回 都市計画審議会 

・都市づくりの方針 

・都市機能誘導区域・居住誘導区域の設定 

１０月１８日 第５回 庁内検討部会 

・都市づくりの方針 

・都市機能誘導区域・居住誘導区域の設定 

・防災指針 

・計画の推進方法と目標値 

１１月 ７日 第４回 外部専門部会 

・都市づくりの方針 

・都市機能誘導区域・居住誘導区域の設定 

・防災指針 

・計画の推進方法と目標値 

１２月 ９日､１０日 住民説明会 ・計画に関する内容 

令和５年 １月１７日 
令和４年度 

第２回 都市計画審議会 
・計画案 

 ２月 ２日～ 

３月 ３日 
パブリックコメント 

・計画案 

・公共施設窓口とホームページによる閲覧 

３月２０日､２２日 
第５回 外部専門部会 

（ヒアリング） 

・計画案 

・パブリックコメントの実施結果 

３月２７日 第６回 庁内検討部会 
・計画案 

・パブリックコメントの実施結果 

４月 １日 
瀬戸市立地適正化計画 

策定・公表 
・届出制度の運用開始 
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瀬戸市立地適正化計画（案） パブリックコメント手続き 実施結果 

１ 意見募集期間   令和５年２月２日（木）から３月３日（金）まで 

 

２ 意見提出人数   ２人 

 

３ 意見件数     ７件 

 

４ 意見への対応 

Ａ 意見を踏まえて、案の修正をするもの               ０件 

Ｂ 意見の趣旨や内容を盛り込み済みであり、考え方を説明するもの   １件 

Ｃ 今後の事業検討時の参考とするもの                   ０件 

Ｄ 要望及び質問に対して回答するもの                ６件 

 

５ 意見の内訳 

内容 件数 

都市づくりに関するもの ２件 

都市機能誘導区域及び誘導施設に関するもの ２件 

本計画で定める各区域の取組みに関するもの ２件 

防災まちづくりに関するもの １件 

合計 ７件 

 

（参考）計画書の分野別内訳 

分野 件数 

第３章 将来の見通し １件 

第５章 都市づくりの方針 ２件 

第６章 都市機能誘導区域の設定 １件 

第８章 誘導施策 ２件 

第９章 防災指針 １件 

合計 ７件 

 

６ 意見の概要及び市の考え方 

No 分野 項目 意見の概要 市の考え方 対応 

１ 第３章 

将来の見

通し 

３－２ 

瀬戸市の

まちづく

りを取り

巻く環境

の変化 

ウォーカブルな街づくりの

推進において、中心市街地の

商店街は空きがないほど活況

になってきていて記述にある

シャッター街とは違っていて

民間投資も増えてきていま

す。行政が大きく旗を振る必

要はないのではないでしょう

か。また、記述されている都市

の魅力とはどのようなカタチ

でしょうか。 

中心市街地は、市の基幹的

な都市機能が集積している都

市機能誘導区域として、市民

の生活利便性を確保するため

の取り組みを継続して参りま

す。また、ウォーカブルな街づ

くりの推進における魅力ある

都市の形とは、商業施設や文

化・観光施設が立地すること

で多くの市民や来訪者が行き

来し、交流できるまちである

と考えております。 

D 
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No 分野 項目 意見の概要 市の考え方 対応 

２ 第５章 

都市づく

りの方針 

５－４ 

都市づく

りの方針 

適正化から外れた周辺地域

への公共投資は減ったり遅れ

たりしていくのでしょうか。 

 本計画は、P5-11（第 5章 5-

4 都市づくりの方針）に示す

とおり、都市機能誘導区域、居

住誘導区域及び居住維持区域

を設定しており、今後は各区

域で優先順位を考慮して取り

組みを行う必要があると考え

ております。居住維持区域で

は、今後も既存ストックを活

用した居住環境を維持する取

り組み等を実施し、地域コミ

ュニティ等の維持を図って参

ります。 

D 

３ 第５章 

都市づく

りの方針 

５－４ 

都市づく

りの方針 

今回の計画はむしろ周辺の

整備を行うべきではないでし

ょうか。駅が拠点という前提

で、愛知環状鉄道の３駅（中水

野駅、瀬戸口駅、山口駅）があ

げられます。 

愛知環状鉄道は南北に通っ

ていて北は春日井市（JR 中央

本線）、南は豊田市やジブリパ

ーク等（リニモ）に繋がってい

ますので、南北の玄関口の拠

点整備としてはどうでしょう

か。 

中水野駅は市街化を進め、

イオン以外にも必要があれば

商業店舗を誘致します。 

瀬戸口駅はすでに北部に

色々ありますので南部の整備

を進めます。特に、南部には支

所がありますので出先として

の充実、それ以外に商業店舗

の誘致もよいかと思います。 

山口駅はＡコープが撤退

し、計画案にある大規模商業

施設の分布状況があるとお

り、この地区だけ空白でした。 

例えば８００ｍ以内の山口

町交差点の南北、東西の道路

沿いを候補地としてみてはい

かがでしょうか。市街化調整

区域ですがサンヒル上之山の

住宅が増えており、東には海

上の森があり自然環境が豊か

で「公園」としての価値も高い

と思います。 

 都市機能誘導区域は、P5-9

（第 5章 5-4都市づくりの方

針）国土交通省の都市計画運

用指針に記載のとおり、都市

全体を見渡し、鉄道に近い地

域、商業などが集積する地域

等、都市機能が一定程度充実

している区域等を設定すると

されており、瀬戸口駅及び中

水野駅周辺は都市機能誘導区

域に設定しております。 

山口駅周辺は、P2-25（第 2

章 2-4都市機能の立地状況）都

市施設等の集積状況等から都

市機能誘導区域には設定して

おりませんが、鉄道沿線の人

口密度が一定程度確保された

区域として居住誘導区域に設

定し、日常生活に必要なサー

ビス機能や一定の公共交通の

利便性を優先的に確保する区

域として、今後も適切な立地

誘導を図って参ります。 

D 

４ 第６章 

都市機能

誘導区域

６－３ 

誘導施設

の設定 

重要拠点の尾張瀬戸駅周辺

でのコンパクトな都市づくり

において、小学校２校と中学

小中一貫校にじの丘学園

は、子どもたちの教育環境の

向上を目指して開校しまし

B 



参考資料 

参考-8 

No 分野 項目 意見の概要 市の考え方 対応 

の設定 校１校を廃校したことは矛盾

しているのでは無いでしょう

か。通学にコストがかかり生

活には不便さが増していま

す。 

た。通学時のバス利用につい

ても子どもたちの安全確保の

観点から運行しているもので

あるため、ご理解いただきま

すようお願い致します。 

５ 第８章 

誘導施策 

８－２ 

誘導施策 

施策に「やきものの伝統を

引き継ぐ若い世代のアトリ

エ・住まいとしての利活用や、

カフェや飲食、 ギャラリーと

しての空き家の利活用を推進

します」「景観整備に関する補

助制度等を活用した魅力的な

景観づくりや、やきもの文化

を感じられる面的な回遊空

間、市民と来訪者が楽しく交

流できる機会や道路空間を創

出します」とありますが、品

野、赤津地区も同等かそれ以

上に施策に適した地域ですが

利用できる補助金もなく地域

差が拡大しています。 

 「やきものの歴史や伝統な

どが残る地域では、ツクリテ

が活躍する場としての空き工

房等の活用を推進します。」と

ありますが、中心地区の空き

工房は取り壊され住宅地とな

っており現状は進んでいない

ように思います。今後具体的

にどのような施策をしていく

のでしょうか。 

本計画では、都市全体を見

渡し、鉄道に近い地域、商業な

どが集積する地域等、都市機

能が一定程度充実している区

域等を都市機能誘導区域とし

て設定することとし、市の基

幹的な都市機能等が集積する

中心拠点に新瀬戸・瀬戸市駅

～尾張瀬戸駅周辺を設定して

おります。 

品野及び赤津地区では、本

市を訪れる人々がやきものに

触れられるような交流の促進

を図るとともに、今後も居住

維持区域として既存市街地の

居住環境を維持して参りま

す。 

また、空き工房につきまし

ては、空き工房制度により、利

用がされていない空き工房の

利活用が図られるよう、貸し

手と借り手への情報提供を引

き続き行って参ります。 

D 

６ 第８章 

誘導施策 

８－２ 

誘導施策 

産総研跡地瀬戸サイトは陶

磁器産業への寄与を条件に払

い下げを受けていると思いま

すが、数年も具体的な進展が

見られません。利活用のコン

サルを受けてサウンディング

を実施したのみだと思いま

す。今後具体的にどのような

スケジュールでどのように活

用していくのでしょうか。 

また公民ストックとして学

校跡地が多く残っており今後

さらに増えますがどのような

スケジュールで進めていくの

でしょうか。当初行政が示し

ていたスケジュールより大幅

に遅れております。 

 瀬戸サイトについては、売

却を含めた利活用について、

公共施設等総合管理計画推進

本部会議において検討を行っ

ております。また、公共用地の

うち小学校跡地につきまして

は、地域の現状や市のまちづ

くりの方向性などを踏まえ

て、地域との意見交換を重ね

ながら活用方針を決定するこ

ととしており、活用方針が決

定次第、民間活力を積極的に

導入して有効活用を図って参

ります。活用方針決定までの

スケジュールにつきまして

も、今後地域との意見交換を

進めていく中で決定していく

ものと考えておりますので、

引き続き、早期の活用に向け

て取組みを進めて参ります。 

D 



参考資料 

参考-9 

No 分野 項目 意見の概要 市の考え方 対応 

７ 第９章 

防災指針 

９－３ 

防災まち

づくりの

推進 

水害が予期されるとありま

すがそのような防災上の懸念

が多い地域を適正化するより

も周辺部を開発し道路と公共

交通を整備するほうが都市全

体として賑わいが増すと思い

ます。東部地区はバイパスが

開通し利便性が増し民間工場

の移転や拡張など投資も盛ん

です。水野地区の北部と共に

東部拠点の整備も必要ではな

いでしょうか。 

 本計画では、都市再生特別

措置法で原則除外と定められ

た土砂災害特別警戒区域等レ

ッドゾーンだけではなく、水

害についても２階以上が浸水

する恐れのある想定深水深

3.0ｍ以上の宅地を各誘導区

域から除外し、災害リスクを

考慮した区域設定を行ってお

ります。 

 令和３年に一部供用開始さ

れた市東部にある（都）瀬戸環

状東部線（主要地方道瀬戸環

状線）沿線は、その多くが市街

化調整区域であり、本計画で

定める区域ではないため、平

成２９年策定の瀬戸市都市計

画マスタープランに示すとお

り良好なアクセスを活かした

産業拠点として活用を進めて

参ります。 

D 
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